平成25年度6月補正予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:緊急雇用創出事業臨時特例基金事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　商工労働部労働雇用課　雇用対策係　電話番号：058-272-1111（内3126）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


補正要求額：820,343千円　　　　補正後予算額：4,950,911千円

	要求内容


	１　要求の内容


　国内では円安株高など、経済・景気に持ち直しの動きあるものの、雇用の拡大への波及効果はみられず、また、県内でもソニーＥＭＣＳ(株)美濃加茂サイト閉鎖に伴う影響など雇用面に直結する不安材料があり、今後の雇用情勢は依然として不透明な状況にある。

こうした雇用の不安定化等に備え、雇用セーフティネットの充実を図るとともに、地域の安定的な雇用の受け皿を創出するため、事業費を増額し、さらなる雇用を創出する。

○岐阜県の労働関係指標(H25.3末)(前年同月比)
　　・有効求人倍率　0.99倍（＋0.05ポイント）

　　・完全失業率　  3.1％（▲0.3ポイント）

　　・大学・短大就職内定者数（H25.3卒）　3,499人（286人）

　　・大学・短大就職内定率（同上）　　　  73.6％（2.3％）

　　・高校就職内定者数（H25.3卒）　3,679人（14人）

　　・高校就職内定率（同上）　　　　92.4%（0.8ポイント）

　

　○岐阜県の雇用調整助成金等に係る休業等実施計画受理状況(H25.3末)(前年同月比）
　　・計画届出受理事業所数　1,005事業所（▲429事業所）

　　・対象者数　22,569人（▲1,684人）
（1） 事業内容等
①　重点分野雇用創造事業

（ア）重点分野雇用創出事業

重点分野（介護、医療、観光、環境・エネルギー、農林水産、地域社会雇用、教育・研究の７分野）に県が独自に設定する４分野（産業・中小企業振興、地域づくり・スポーツ振興、安心・安全、就労・社会参加促進）において、雇用創出事業、又は雇用した上で人材育成事業を実施する。（雇用期間：原則１年以内）
（イ）震災等緊急雇用対応事業

　　　東日本大震災の影響による失業者（被災失業者及び平成23年3月11日以降に　離職した失業者）に対する雇用創出事業、又は雇用した上で人材育成事業を実施する。（雇用期間：原則1年以内）
②　起業支援型雇用創造事業

　　　　　地域の産業・雇用振興策に沿って、起業後10年以内の企業、ＮＰＯ等を委託先として、地域に根ざした雇用創出に資する事業を実施することにより、雇用の場を確保し、生活の安定を図るとともに、委託先の企業の成長等により、地域の安定的な雇用の受け皿を創出する。
③　実施主体

（ア）県実施分

県が民間企業、ＮＰＯ法人その他の法人等に対する委託により行う事業及び自ら実施する事業により、重点分野等において雇用創出及び人材育成を実施する。
（イ）②市町村実施分

県と同様の事業を行う市町村へ補助金（補助率１０/１０）を交付することにより、重点分野等において雇用創出及び人材育成を実施する
（２）運用利息等の基金への積み立て

基金の運用により発生する運用利息等を基金に積み立てる。
（３）基金運営のための事務費

重点分野雇用創造事業を実施するために必要な事務費（賃金、共済費、旅費、報償費、消耗品）

	２　所要経費


（１）重点分野雇用創造事業　664,901千円（2,620,455千円→3,285,356千円）
①県実施分　587,258千円

②市町村実施分　77,643千円

（2） 起業支援型地域雇用創造事業　154,141千円（1,502,100千円→1,656,241千円）
①県実施分　154,141千円

（３）基金積立金　1,301千円（8,013千円→9,314千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	4,130,568
	0
	0
	0
	8,013
	0
	0
	0
	※１
4,122,555

	補正
要求額
	820,343
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※２
820,343

	決定額
	820,343
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※２
820,343


※１　全額緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金充当　

※２　うち819,042緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金充当
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２５年度において、約１，６００人分（＋４００）の雇用を創出する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	雇用創出数

（単年）
	0人
（H19）
	184人

（H20）
	5,599人

（H21）
	6,029人

（H22）
	6,565人

（H23）
	2,530人

(H24目標)
	1,600人

（H25）
	

	雇用創出数

（累計）
	0人
（H19）
	184人

（H20）
	5,783人

（H21）
	11,812人

（H22）
	18,377人

（H23）
	20,907人

(H24目標)
	22,507人

（H25）
	92.9
％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	○雇用目標数は次のとおり。

事業名

雇用創出数

重点分野雇用創出事業

550人

地域人材育成事業

1,240人

震災等緊急雇用対応事業

740人

計

2,530人




（平成24年度の成果）

	○H25.2末時点の状況

事業名

雇用創出数

重点分野雇用創出事業

955人

地域人材育成事業

1,010人

震災等緊急雇用対応事業

877人

計
2,842人



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	雇用情勢は、持ち直しの動きを見せているものの、ソニーＥＭＣＳ(株)美濃加茂サイト閉鎖に伴う影響など雇用に直結する不安要素があり、今後の雇用情勢については不透明な状況であるため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　これまで2万人程度の雇用を創出しており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	事業終了後の継続雇用の実績が高い事業を採択するなど、効果の高い事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後の雇用情勢について不透明であるが、基金事業が平成２５年度で終了予定であり、その後の雇用対策に課題がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

雇用情勢が改善しない場合は、基金事業の継続等を国に要請する。


